
Ⅰ　報告書の取り扱いについて

1 実施年月日

2 報告義務者

3 提出先及び部数

4 報告時期

5 報告様式

Ⅱ 記入事項について (報告書表面)

1   　年　月分

2
施設名､所在地､
電話･ＦＡＸ番号

3 設置者(職･氏名)

4
給食責任者
(職･氏名)

5 作成者(職･氏名)

6 施設種別

7 給食従事者数

8
委託業者 (名称･
代表者･所在地･

電話番号)

9
給食管理等について

検討する会議

10 食数

11 食材料費

朝食･昼食･夕食・間食・その他（デイサービス等）の１日当たりの
平均食数を整数値で記入する。(月間の総食数を給食日数で除した
値)

１人当たりの食材料費(消費税含む)を食事毎に記入する。ただし､
２食以上を提供し食事毎に食材料費を算出していない場合は､合計
欄に１日分の食材料費を記入する。給食利用者によって食材料費が
異なる場合は､主たる給食利用者の食材料費を記入する。

特定給食施設栄養管理報告書（老人福祉施設等用）記入マニュアル

　この報告は､健康増進法第２１条､第２２条､第２４条第１項により求めるものです。この報
告書は､公衆衛生向上のための統計資料に活用します。

２０１９年５月分より適用する。

健康増進法第２０条第１項に規定する特定給食施設の管理者

寝屋川市保健所長あて毎回１部を提出する。

毎年５月実績分を７月１５日まで､１１月実績分を翌年１月１５日
までに報告する。

別紙「特定給食施設栄養管理報告書(老人福祉施設等用)」をコピー
により使用する。（寝屋川市ホームページからダウンロードも可)

該当する項目に〇をする。｢1.有｣の場合は､１年間における実施回
数を記入する。構成職種は、施設･委託業者別に該当する職種に○
をする。

給食業務を委託している場合は､委託業者の名称及び代表者､所在
地､電話番号を記入する。ケータリングの場合は､その具体的な内容
を記入する。(弁当は除く)

報告する該当年､月(５月･１１月)を記入する。

施設の名称及び所在地､電話番号､ＦＡＸ番号を記入する。

施設の設置者の補職名（代表取締役・理事長等）、氏名を記入す
る。※押印は不要です。

施設給食部門の責任者の補職名､氏名を記入する。

報告書作成者の職種名(管理栄養士･栄養士等)又は補職名､氏名､連
絡先を記入する。
※問い合わせをさせていただく場合があります。

該当する項目に○をする。１とは養護老人ホーム、軽費老人ホーム
など。２とは救護施設、更生施設、障害者支援施設など。２につい
ては通所・入所についても該当するものに○をする。

管理栄養士､栄養士､調理師は､有資格(登録)者とする。なお､管理栄
養士である者は栄養士に含めない。また､栄養士､調理師の資格を併
せ持つ場合は､業務内容から判断し､いずれか主なもの１つについて
記入する。
上記について従事者数を施設､委託業者別に､また常勤(労働時間週
32時間以上等)､常勤以外別に記入する。
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(1) 身体の状況

体格･･･ＢＭＩ等で､肥満･やせを判定し､その人数を給食利用

　　 　者数で除した百分率で記入する。

　 　＊判定例：BMI＝体重（kg）/身長（ｍ）の場合

        25以上を「肥満」 18.5未満を「やせ」と判定する。

     ＊P.5　目標とするＢＭＩの範囲を参考にする。

高血圧･脂質異常症･高血糖･･･定期健診の結果､要経過観察等

以上の人数の割合を記入する。

(2) 献立への配慮･･･把握した身体の状況を献立の作成に配慮して

       いるか､該当する項目に○をする。「1.有」の場合は、

       その内容を記入する。（例:野菜の量を増やす･魚の回

　　 　数を多くする･ご飯の調節ができる･減塩食にできる）

(3) 身体活動レベル･年齢区分･性別人数

給食利用者の身体活動レベル別〔P4〕､年齢区分(施設で該当す
る年齢区分を記入。)､性別ごとに人数を記入する。

13 食事の種類

14 献立の提示

15 栄養成分表示

16 喫食調査

17 栄養情報の提供

18 栄養マネジメント加算

19 経口移行加算

20 経口維持加算

21 療養食加算

22 栄養指導　

24
栄養管理における

課題

該当する項目に○をする。なお､嗜好調査を実施している場合は､そ
の内容を（　）に記入する。

該当する項目に〇をする。なお､ホームページ等の場合は、「5.」
に記入する。

給食利用者の把握

該当する項目に〇をする。なお､ビタミン･ミネラル等は「6.」に具
体的な内容（例:ビタミンＡ･カルシウム）を記入する。

※食品の備蓄は､施設内で保管している場合のみ｢有｣とする。

現在の栄養管理における課題を記入する。
例：栄養、食生活についての情報を対象者のニーズに沿って提供す
る。

23 非常時危機管理対策
栄養管理部門における対策として、該当する項目に○をする。

12

該当する項目に○をする。

該当する項目に○をする。なお､フードモデルを展示している場合
は､「実物」に○をする。

該当する項目に〇をする。(把握しているとは､定期的に身体状況を
把握している場合等である。)｢1.有｣の場合は､把握した年･月を記
入する。

該当する項目に○をする。
※都道府県知事に届け出た指定障害者支援施設等が対象。

当月の算定の有無に関わらず体制が整備されていれば「有」とす
る。 ※都道府県知事に届け出た指定障害者支援施設等が対象。

当月の算定の有無に関わらず体制が整備されていれば有とし、該当
する項目に○をする。※都道府県知事に届け出た指定障害者支援施
設等が対象。

当月の算定の有無に関わらず体制が整備されていれば「有」とす
る。 ※都道府県知事に届け出た指定障害者支援施設等が対象。

個別指導の場合は､指導人数･内容を記入する。集団指導の場合は､
指導回数･指導人数を記入し､内容･方法は､該当する項目に〇をする
か､具体的な内容を記載する。実施していない場合は､指導人数に
「－」と記入する。
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25
課題に対する

改善策、工夫事項

(報告書裏面)

※１最も提供数の多い食事の種類を記入する。（対象とする性別・
年齢構成を記入。）

※２該当する項目に○をする。(朝食と夕食を提供している場合は､
朝食と夕食に○をする。)

※３上記以外に設定している食事の種類があれば､種類数を記入す
る。

(1) 給与栄養目標量及び給与栄養量

食塩相当量(g)　＝ナトリウム(mg)×2.54÷1000
(2) 食品群別目標量及び給与量

整数値で記入する。ただし､食塩については､小数点第１位まで
記入する。
ここに記載のない分類については､空欄に記入する。

(3) エネルギー産生栄養素バランス

各栄養素の総エネルギーに占める割合は､整数値で記入する。
算出法は､次のとおりとする。

①　たんぱく質バランス(％エネルギー)
　＝たんぱく質(g)×４/総エネルギー(kcal)×100
②　脂質バランス(％エネルギー)
　＝脂質(g)×９/総エネルギー(kcal)×100

③　炭水化物バランス(％エネルギー)＝100－（①＋②）

27
上記の食種における
栄養補助食品等の
使用状況について

※栄養価計算は､日本食品標準成分表２０１５又は五訂増補日本食品標準成分表を使用する。

26 食事摂取基準

一般的な食品以外に栄養補助食品やサプリメントを使用している場
合は､その栄養補助食品等の名称、栄養素名(カルシウム･鉄･ビタミ
ンＢ１等)､使用回数(１週または１日当たりの該当する項目に○)、

１回当たりの使用量（単位g）及び､給与量（単位記入）を記入す
る。

上記の課題に対する改善策や工夫事項について記入する。
例：給食の献立・料理を栄養教育の教材として提供している。

記入における単位･小数点以下の桁数の取り扱いについては､日
本食品標準成分表２０１５又は五訂増補日本食品標準成分表に
準ずる。
食塩相当量は、下記の計算式で算出する。
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